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IOFDSとは

◼ International Open Forum on Data Society

◼ 2023年、ラウンドテーブルで始まったデータスペース業界団体間の国際枠組み

◼ 21の企業、業界団体が参画

◼ Federation Projectとして、データスペーストラストの国際連携プロジェクトを2024年度より立ち上げ
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背景

◼ SDGsやESG経営の高まりにより、国境や業種を越えた安全な企業間データ流通が必要
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社会課題解決（多様な参加者間での最適化）

•GHG排出量
•環境対策(例:規制物質管理)

社会
問題

ビジネス
課題

•安全対策(食品、医薬品など)
•食品ロスの削減

•部品在庫・出荷
•品質管理

•部品在庫・出荷
•品質管理

•販売在庫・注文管理
•需要動向

•収集能力
•回収需要

企業間データ
流通

サプライヤー
(階層2..N)

サプライヤー
(階層1)

•販売在庫
•物流能力

自社 物流 小売業 リサイクル

•製品・材料在庫
•製造品質管理

製造業バリューチェーンでの最適化

内部

参考:経済産業省
https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/global_supply_chain/pdf/20230331_1.pdf

商品・
設備

さまざまな形式 競合他社には秘匿 不特定多数の参加者

社会

インパクト

ビジネス
インパクト

国境を越える

スコープの拡大 (関連取引企業や消費者など)

業種を越える

新たな
課題

https://www.meti.go.jp/shingikai/external_economy/global_supply_chain/pdf/20230331_1.pdf


企業間データ交換の未来

さまざまな業種でのデータが相互に連携することで、業種横断の問題解決が可能に

◼ 製造業サプライチェーン向けには、AI学習データの安全な入手や工場間データ連携で生産最適化

◼ さらに、物流・消費者など異なる業種や公共データを連携させて、業種横断の全体最適化や将来予測を実現
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データインテリジェンス
Data x AI

複数のデータスペースからの
多様なデータをかけ合わせ、

データ x AIによる
全体最適化や将来予測

製造業サプライチェーン向け

AIに必要な学習データの安全な入手や、
工場間データ連携で生産最適化

製造データスペース

物流・消費者向け

最新の消費・物流動向を考慮
物流コストの推移

消費者/物流
データスペース

公共向け
公共データスペース

SDGsへの貢献
長期的な市場動向
戦争や災害の影響分析



企業間データ交換の課題
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① 取引相手の特定が困難 物流・消費者レイヤでは、サプライチェーンのように特定された相手とは異なるデータ取引が増加する

② データの誤送信・窃取 データを要求する相手が、取引先の本人か確認するのが難しく、誤送信・窃取・悪用のリスクがある

③ 集中的な取引管理が困難 製品毎にライフサイクル全体でのデータ交換が発生し、取引相手・件数が増大し集中的な管理が難しい

Supply chain Logistics & consumer

Parts supplier
Recycling

①, ②

Europe

Japan

Market

ManufacturerMaterial

互いに相手を特定できる Supply chain側からの特定が困難

③

Consumer

自身の部品をリサイクルする
主体へデータ提供

製造サプライチェーンに加え、リサイクルまで含めたデータ交換が必要に



企業間データ交換の課題：①, ②
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製品メーカ製品メーカ

新品

中古品販売業者

リサイクル業者

相手の法人・個人を特定し本人性・素性を確認し、信頼あるデータ交換が必要

部品メーカー

Who？

◼ 物流・廃棄を含む全体プロセスで製造情報を活用する時、いつ誰と何のデータ交換が必要になるかわからない

◼ リサイクルプロセスは不特定の企業が関わるため、素性の分からない相手との取引が生じる

部品卸売業者

原産地



企業間データ交換の課題：③
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データ

集中管理

データ

データ

データ

データ

データ

データ

データ

データ

データ

データを各国/地域で分散管理し 随時参照する必要

◼ すべてのデータを１つの企業・国で集中管理することはできない

◼ 製造している全ての部品、製品において取引相手が増加していくため、
集中的にデータや取引を管理するのは現実的でない

製品メーカ製品メーカ

リサイクル業者

中古品販売業者

原産地

部品メーカー

部品A

部品B

部品C

部品D

各部品に対して産地/原材料/CO2/リサイクル/解体などの情報を収集



データスペース
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Data Space

Data provider Data consumer

Data are provided only to 
authorised parties with 

provider’s conditions

Governance body

*Product Carbon Footprint

Data are not 
centrally managed

Connector

Connector

Connector

Connector

Connector

Connector

Data
(e.g. PCF*)

参加者は自分達で誰にどのデータを渡すか制御できる

Policy

Policy

Policy

Policy

Policy

Policy

Data
(e.g. PCF*)

Data consumer

Data consumer

Data provider

Data provider

それぞれのデータスペースのルール、ポリシーに準拠するユーザのみが参加可能

Data
(e.g. PCF*)

Certificate

Certificate

Certificate

Certificate

Certificate

Certificate

提供者の権利を守りつつデータを共有する非中央集権型の仕組み



トラストアンカーの必要性
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Company A

クラウドモデル データスペースモデル

クラウドプロバイダー
Google / Amazon / Microsoft / etc. Data exchange

Trust Trust

トラストアンカーCompany B

Company A Company B

Credential Credential

データスペースでは「クラウドプロバイダー」に身元保証を頼れないため、トラストアンカーが必要

Data 
exchange



参加者の真正性を証明する
トラストフレームワーク

(c) Copyright 2025 NTT Communications Cooperation, (c) Copyright 2025 FUJITSU LIMITED. All rights reserved. 11

・登記簿
・住民台帳
・履修記録 など

データを利用したい人

データ保有者

(インターネット上の)
証明書登録所

ウォレット

証明書

• データ保有者が、データ開示を求める相手に 本人確認用の証明書の提示を要求

• データを利用したい人は、役所/学校/会社などに 必要な証明書の発行を 依頼

• データを利用したい人は、証明書を ウォレットに入れ データ保有者に提示

• データ保有者は、提示された証明書が本物かどうかを 証明書登録所に確認し検証 

データ

・登記事項証明書
・住民票/戸籍抄本
・卒業証明書 など

②証明書(VC*)を授与

④証明内容を確認

「本物 or 偽物」

⑤真贋判定

①証明内容を登録

証明書 証明書

③証明書(VC)を提示
・登記事項証明書
・住民票/戸籍抄本
・卒業証明書 など

出典 https://gaia-x.gitlab.io/policy-rules-committee/trust-framework/trust_anchors/ より加筆

証明対象

証明書発行者
・法務局
・自治体
・学校 など

VC: Verifiable Credentials

https://gaia-x.gitlab.io/policy-rules-committee/trust-framework/trust_anchors/


データスペースとトラスト
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• アプリケーションソフトは、すべて標準仕様のコネクターを介して ユーザー間のデータ送受信を行う

• 法人ID・会社情報・保有データ種類などの属性を通信相手と共有し、データ開示要求や開示可否判定を行う

• ユニークなID、標準化された通信手順、共通のデータモデルで、自動的に通信の制御を行う

• 契約ポリシーに合致する相手にだけ、第三者に見られることなく、必要なデータを 必要な時に開示できる

トラスト基盤
（IDや証明書の発行）

コネクター コネクター

通信制御用チャネル

データ送受信用チャネル（誰にも盗み見られない）

属性情報カタログ

通信可否判定

ID管理

データ開示
ポリシー管理

通信の設定

データ

通信監視

データ

アプリケーション
ソフトウェア A

アプリケーション
ソフトウェア B

標準仕様 標準仕様

証明書(VC) 証明書(VC)
ウォレットウォレット

契約 ポリシー

出典 https://internationaldataspaces.org/offers/dataspace-protocol/ より加筆

IDSA

IDSAがISO/IEC JTC1に
国際標準として提案

(Dataspace Protocol)

https://internationaldataspaces.org/offers/dataspace-protocol/


トラスト基盤の国際連携の必要性
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Country X Country Y

Not connected

Company B

Company A

?

◼ トラストのルールや仕様が違うと、相手の本人性を検証できない

出典 https://docs.gaia-x.eu/policy-rules-committee/trust-framework/latest/trust_anchors/ より加筆

データを利用したい人

データ保有者

X国の証明書登録所 Y国の証明書登録所

https://docs.gaia-x.eu/policy-rules-committee/trust-framework/latest/trust_anchors/


トラスト基盤の国際連携

◼ 法的裏付けを持つことで、トラストアンカーにより発行されたデジタル証明書を元に、個人・組織、送信されたデータの真正性
や実在性が認められる

◼ 国際相互認証することで、国・地域をまたいだ場合でも相手の真正性が保証される
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X国

個人/組織A

トラストアンカー
(公的/民間)

法令・規制

国際相互認証法的裏付け

証明書発行

Y国

個人/組織B

トラストアンカー
(公的/民間)

法令・規制

法的裏付け

証明書発行

データ

他国の証明書でも
真正性検証可能

国際的な「相互認証」が必要



証明書の相互連携のための技術

◼ 富士通では、国ごとに規格の異なるトラスト基盤の相互運用を実現するため、真正性や透
明性を確保しながら証明書発行を行う技術を開発しています
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企業Y企業X

Country X Country Y

データスペース A データスペース B

正当性確認

参加申請参加許可 参加申請参加許可

証明書発行機関

証明書

OIDC

法人番号

証明書発行機関

証明書

Trust Framework

VAT ID

Trusted Data Source Trusted Data Source

企業名

企業住所

法人番号

企業名

企業住所

VAT-ID

登録 登録

IDYX Trust
Interconnect技術

変換プロセス透明化

真正性・最新性確認

プロトコル/フォーマット変換

IDYX Trust
Interconnect技術

変換プロセス透明化

真正性・最新性確認

プロトコル/フォーマット変換



個人・法人のトラストを紐づける技術

◼ NTT Comでは、安心安全なデータ流通の実現に向けて、法人だけでなく従業員個人のトラ
ストを紐づけて管理できる法人・個人ウォレットの仕組みを検討しています。
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データスペース

日本の法人トラスト基盤

Gaia-X DCH

相当のシステム

トラストアンカー

/eIDAS相当

の法制度

ユーザ

データ連携ハブ

マネージドコネクタIDウォレット(法人)

VC

(法人)日本の個人トラスト基盤

マイナンバー 認証システム

VC

(個人)

IDウォレット(個人)

法人と従業員の

IDを紐づけ 回線経由でワンストップ接続



トラスト国際連携の共同実証
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Our vision

Establish technical federation 
of trusts across countries (e.g. 
trust anchors and trust 
services)
Foster interoperability 
among dataspace initiatives 
worldwide
Ensure secure and efficient 
data collaboration
Prepare to establish a 
governance body

Technical pilot 

overview

Phase 1 Prototype the trust anchor on a 
testbed in Japan for broad participation. 

Phase 2 Integrate Tractus-X sandbox to 
test interconnectivity with the prototype of 
the trust anchor and identify technical gaps

Phase 3 Deploy cross-regional use cases 
with partners to assess interoperability

Phase 4 Develop tools for technical mutual 
recognition and international 
interoperability of trust services and 
anchors

Technical 

infrastructure

Use existing components and 
knowledge, examples are:

Gaia-X solutions
Leverage Digital.ID and Gaia-X Digital 
Clearing House by T-Systems and NTT

Federation expertise
Use Fujitsu & NTT‘s trust service and trust 
anchor federation knowledge and 
technology

Catena-X / Tractus-X Sandbox
Use T-Systems’ IDSA & Gaia-X compliant 
testbed at University of Tokyo

◼ 実際に複数の異なるトラストアンカーを連携させデータスペース上でデータ交換

17



国際共同実証
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Dataspace Services

Digital Ecosystem Onboarding Infrastructure

Public Trust Services Infrastructure 

Dataspace Services

Digital Ecosystem Onboarding Infrastructure

Public Trust Services Infrastructure

Dataspace

Protocol
Connector

Core Services

EDC

法人トラストアンカー
GBizID*/法人番号

日本版トラストフレームワーク
VC発行基盤

Tractus-X

Core Services

Gaia-X Trust Framework

GXDCH

eIDAS1.0/2.0

データスペース相互接続GW

VC国際相互認証基盤

Application Services Application Services

Application 

Services

Application 

Services

VC検証基盤（VDR）

*GBizIDは現在民間解放されていないので仕様からシミュレーション



利用シーン
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◼ サーキュラーエコノミーを推進するデジタル製品パスポート

出典: 経済産業省 第3回サーキュラーエコノミー情報流通プラットフォーム構築WG(2024年12月26日) 配布資料 



NTT Comのデータ連携ハブ構想

◼ NTT Comは、世界の通信キャリアと連携し、通信事業のノウハウを活用することで、
法人/個人の信頼性をより使いやすい形で保証できるデータスペースの提供を目指しています。
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自動車産業データスペース

航空機産業データスペース

日用品業界データスペース

日本の法人

トラスト基盤

G
a
ia

-X
 D

C
H
相
当
の
シ
ス
テ
ム

ト
ラ
ス
ト
ア
ン
カ
ー

/e
ID

A
S
相
当
の
法
制
度

ユーザ

データ連携ハブ

EUの法人

トラスト基盤

ト
ラ
ス
ト
ア
ン
カ
ー

/e
ID

A
S

G
a
ia

-X
 D

C
H

その他欧州データスペース

マネージドコネクタIDウォレット(法人) データ変換ツール ストレージ

(IMX系製造業データスペースが標準化)

VC

(法人)

VC

トラストアンカーVCの国際相互認証

Dataspace as a Service

(テスト環境/本番環境)

データサンドボックス・

仮想データレイク

日本の個人

トラスト基盤

マ
イ
ナ
ン
バ
ー

認
証
シ
ス
テ
ム

VC

(個人) IDウォレット(個人)

法人と従業員の

IDを紐づけ 回線経由でワンストップ接続

各国データスペースに接続2

1



今後の取り組み

(c) Copyright 2025 NTT Communications Cooperation, (c) Copyright 2025 FUJITSU LIMITED. All rights reserved. 21

◼ 様々な異なる法制度、仕様のもとで整備されていくトラスト基盤を相互連携し、
グローバルにつながるデータ社会を目指していく

欧州

データスペース

トラストアンカー
(公的/民間)

eIDAS VAT ID

日本

データスペース

トラストアンカー
(公的/民間)

gBizID 法人番号

X国

データスペース

トラストアンカー
(公的/民間)

法制度 企業番号

データ交換 データ交換

相互認証相互認証

アプリケーション



欧州

データスペース

トラストアンカー
(公的/民間)

eIDAS VAT ID

日本

データスペース

トラストアンカー
(公的/民間)

gBizID 法人番号

X国

データスペース

トラストアンカー
(公的/民間)

法制度 企業番号

データ交換 データ交換

相互認証相互認証

アプリケーション

富士通のトラストデータ連携技術
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◼ 富士通は、国際的にトラストなデータ流通を実現するため、証明書の国際的な相互連携を可能にする技術、
異なるデータスペース間で相互乗り入れを可能にする技術などを研究開発しています。

◼ さらに、データ自体のトラストを確保したり、データスペースを活用し、データ主権を守りながらAI活用するための技
術についても研究開発しています。

データトラスト基盤、AI基盤(Federated learning)

データスペース間相互乗り入れ技術 データスペース間相互乗り入れ技術

証明書国際
相互連携技術

証明書国際
相互連携技術

証明書国際
相互連携技術



国際共同実験への参加

◼ トラストアンカー＆データスペースの国際相互運用PoCに参加しませんか
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Automotive

Data Space

Aerospace

Data Space

Machine Tools

Data Space

Machine Tools

Data Space

トラスト基盤

EDC IDS IDS

Telco

Data Space

Automotive

Data Space

トラスト基盤の国際連携システム

Material

Data Space

Automotive

Data Space

トラスト基盤 トラスト基盤

トラスト基盤

トラスト基盤

トラスト基盤



Thank you!
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国際共同PoCに興味のある方はご連絡ください

markn@fujitsu.com
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